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人生の最終段階における医療の普及・啓発の在り方に関する検討会 
 人生の最終段階における医療については、医療従事者から患者・家族に適切な情報の提供と説明がなされ

た上で、患者本人による意思決定を基本として行われることが重要。 
 本検討会は、人生の最終段階における医療に関する意思決定支援を図るために、国民に対する情報提供・

普及啓発の在り方等について検討することを目的に開催。 

【構成員】 （○は座長） 
  岩田  太 上智大学法学部 教授 

内田  泰 共同通信社生活報道部 編集委員 

金子 稚子 ライフ・ターミナル・ネットワーク代表 

川平 敬子 宮崎市健康管理部医療介護連携課長補佐 

木澤 義之 神戸大学医学部附属病院緩和支持治療科 
特命教授 

木村  厚 全日本病院協会 常任理事 

熊谷 雅美 日本看護協会 常任理事 

権丈 善一 慶應義塾大学商学部 教授 

齊藤 克子 医療法人真正会副理事長 

斉藤 幸枝 日本難病・疾病団体協議会常務理事 

佐伯 仁志 東京大学法学部 教授 

清水 哲郎 岩手保健医療大学 学長 

鈴木 美穂 NPO法人マギーズ東京 共同代表理事 
日本テレビ放送網株式会社報道局社会部 

瀬戸 雅嗣 全国老人福祉施設協議会 統括幹事 

髙砂 裕子 南区医師会訪問看護ステーション 管理者 

早坂由美子 北里大学病院 トータルサポートセンター 
ソーシャルワーカー 

樋口 範雄 武蔵野大学法学部 教授 
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＜主な検討事項＞ 
 国民に対する情報提供・普及啓発の方法についての検討 
 患者の意思決定を支援する手法の検討 
 人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドラインの見直しに関する検討 

＜スケジュール＞ 
 第１回 平成29年8月3日開催  第２回 平成29年9月29日開催  第３回 平成29年12月22日開催 
 第４回 平成30年1月17日開催  第５回  平成30年2月23日開催  第６回  平成30年3月23日開催 
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「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」の改訂について 
（平成30年３月14日公表） 

 
① 病院における延命治療への対応を想定した内容だけではなく、在宅医療・介護の現場で活用できるよう、次の 
 ような見直しを実施 
 ・ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」に名称を変更 
 ・ 医療・ケアチームの対象に介護従事者が含まれることを明確化 
 

② 心身の状態の変化等に応じて、本人の意思は変化しうるものであり、医療・ケアの方針や、どのような生き方 
 を望むか等を、日頃から繰り返し話し合うこと（＝ＡＣＰの取組）の重要性を強調 
 

③ 本人が自らの意思を伝えられない状態になる前に、本人の意思を推定する者について、家族等の信頼できる 
 者を前もって定めておくことの重要性を記載 
 

④ 今後、単身世帯が増えることを踏まえ、③の信頼できる者の対象を、家族から家族等（親しい友人等）に拡大 
 

⑤ 繰り返し話し合った内容をその都度文書にまとめておき、本人、家族等と医療・ケアチームで共有することの 
 重要性について記載 

  
○ 富山県射水市民病院の人工呼吸器取り外し事件を踏まえ、平成19年に策定された「終末期医療の決定プロセ 
 スに関するガイドライン」（平成27年に「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」 に
名称変更）は、その策定から約10年が経過しており、 
  ・ 高齢多死社会の進行に伴い、地域包括ケアシステムの構築に対応したものとする必要があること 
  ・ 英米諸国を中心として、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の概念を踏まえた研究・取組が普及してきてい 
   ること 
 を踏まえ、ガイドラインの見直しを行う必要がある。 

１．見直しの必要性 

２．主な見直しの概要 



  

 ○ 平成18年３月に富山県射水市民病院における人工呼吸器取り外し事件が報道され、「尊厳死」のルール化の議

論が活発化。 

 ○ 平成19年、厚生労働省に、「終末期医療の決定プロセスのあり方に関する検討会」を設置し、回復の見込みの

ない末期状態の患者に対する意思確認の方法や医療内容の決定手続きなどについての標準的な考え方を整理するこ

ととした。 

 ○ パブリックコメントや、検討会での議論を踏まえ、平成１９年５月に「終末期医療の決定プロセスに関するガ

イドライン」をとりまとめた。 

   ※平成26年度に「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」に改称。 

 

 １ 人生の最終段階における医療及びケアの在り方 

 ○ 医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされた上で、患者が医療従事者と話し合いを行い、患者本人に

よる決定を基本として終末期医療を進めることが重要。 

 ○ 人生の最終段階における医療の内容は、多専門職種からなる医療・ケアチームにより、医学的妥当性と適切

性を基に慎重に判断する。 

 ２ 人生の最終段階における医療及びケアの方針の決定手続 

○ 患者の意思が確認できる場合には、患者と医療従事者とが十分な話し合いを行い、患者が意思決定を行い、

その内容を文書にまとめておく。説明は、時間の経過、病状の変化、医学的評価の変更に応じてその都度行う。 

○ 患者の意思が確認できない場合には、家族が患者の意思を推定できる場合には、その推定意思を尊重し、患

者にとっての最善の治療方針をとることを基本とする。 

○ 患者・医療従事者間で妥当で適切な医療内容について合意が得られない場合等には、複数の専門家からなる

委員会を設置し、治療方針の検討及び助言を行うことが必要。 

（参考）「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」 

策定の背景 

ガイドラインの概要 
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（参考）「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」 
方針決定の流れ（イメージ図） 

人生の最終段階における医療およびケアについては、医師等の医療従事者から適切な情報の提
供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療従事者と話し合いを行い、患者本人による決定
を基本として進めることが最も重要な原則 



人生の最終段階における医療・ケアの普及・啓発の在り方に関する報告書 
（平成30年３月29日公表） 

  
○ 人生の最終段階において、本人の意思に沿った医療・ケアが行われるようにするためには、人生の最終段階  
 における医療・ケアについて繰り返し話し合う取組が、医療・介護現場だけではなく、国民一人一人の生活の中 
 に浸透し、「生を全うする医療・ケアの質」を高めていくことが必要。 
 
○ このため、国民全体が、人生の最終段階における医療・ケアについて、アドバンス・ケア・プランニング（ACP）※ 

 等の概念を盛り込んだ意思決定及びその支援の取組の重要性について、一層の普及・啓発が必要。 
 
  ※ 人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロセス 

普及・啓発の目的と必要性 

 
普及・啓発は、対象の属性に応じ、提供する情報の内容や支援方法を次のとおり分けて検討することが必要。 
 

 ① 人生の最終段階における医療・ケアの在り方を自分ごととして考える時期にある方 
 

 ・ 心身の状態に応じた医療・ケアの内容に関する事項 
 

 ・ 本人の意思の共有にあたり留意すべき事項 等 
 

 【医療機関・介護施設】医療・ケアチームによる、医療・介護サービスの提供の機会を通じた情報提供 等 
 

 ② ①の方を身近で支える立場にある家族等 
 

 ・ ①に掲げる事項 
 

 ・ 身近な方の人生の最終段階における医療・ケアの方針決定に関わるにあたり、留意すべき事項 
 

 【医療機関・介護施設】医療・ケアチームによる、医療・介護サービスの提供の機会を通じた情報提供 等 
 

 

普及・啓発の内容・方法 



人生の最終段階における医療・ケアの普及・啓発の在り方に関する報告書 

普及・啓発の内容・方法（続き） 

普及・啓発における留意事項 

③ 本人や家族等を支える医療・ケアチーム 
 

 ・ 意思決定支援に必要な知識・技術に関する事項（新ガイドラインの内容等） 
 

 ・ ①・②の方に掲げる事項を本人や家族等に伝達するにあたり、留意すべき事項 等 
 

 【国、地方自治体、医療・介護関係団体】新ガイドラインの普及、研修会の開催 等 
 

④ 国民全体 
 

・ 本人や身近な人のもしものときに備えて、日頃から考え、家族等の信頼できる者と繰り返し話し合いを 
行い、その内容を共有しておくことが重要であること 
 

 【国】記念日の制定やこの日に合わせたイベントの開催、関連情報のポータルサイトやeラーニング 
        等の学習サイトの開設、ACPについて国民に馴染みやすい名称の検討 

 

 【地方自治体】リーフレットの配布、市民向けのセミナーの開催 
 

 【民間団体】結婚、出産、介護保険加入、介護休業、退職等のライフイベントに関連する手続きの機会を 
    通じたリーフレットの配布、セミナーの開催 
 【教育機関】学校における生命や医療・ケアに関する授業や講義の機会を通じ、人生の最終段階における 
    医療・ケアに関する教育 等 

 

○ 誰もが日常的に話し合える環境づくりを進めることが重要であること 
○ 国民一人一人が、希望する人生の最終段階を迎えることができるようにするために行うものであり、決して 
  医療費削減、営利目的等のために行うべきものではないこと 
○ あくまで個人の主体的な取組によって考え、決定されるものであり、知りたくない、考えたくない、文書に 
  まとめたくないという方への十分な配慮が必要であること  
○ ACPは、これまで既に、人生の最終段階に至る前の段階から、価値観、人生観も含めた十分なコミュニケー   
  ションを踏まえて医療・ケアの内容が決定されてきた実態の延長線上にあること 等 


